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　はじめに
　近年日本では自然災害が多発しており、2013年に内閣
府より、災害時支援を要する者を避難行動要支援者とし
て登録することが各自治体で義務づけられた 1）。登録は
基本的に本人からの申請であり、またその定義や対策は
自治体によって異なる。慢性疾患を有している者や虚弱
高齢者、独居高齢者の多くは避難行動要支援者となる可
能性が高い。したがって、高齢者自身が災害時に必要な
支援について的確に把握しておくことが必要である。
　高齢者は発災時に健康状態が悪化する危険性が高

い2-5）。高齢者の特徴として基礎疾患を有している者が多
く、疾患のコントロールが大切である。災害による基礎
疾患の悪化を防ぐためにも、日頃から疾患と内服薬に関
する正確な知識と災害に備えた健康管理が必要である。
しかし、これまでに高齢者の災害への備えが不十分であ
ることが報告されている 6）。さらに災害時の高齢者の健
康問題として、避難所生活での水分摂取量の不足・下痢
や体調不良による脱水症状が生じやすい 7）。新潟中越地
震では避難生活をおくる高齢者の約３割に歩行能力の低
下が見られた 8）。また、物資支援が発災後３日間は届か
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ないことを想定して、自分の健康を維持していくために
必要な内服薬、常備薬、お薬手帳、衛生用品、飲食料等
を備えておく必要がある 9）。
　そこで本研究は、高齢者の災害時の支援の必要性に関
する認識の実態を明らかにしたうえで、災害に備えた
日々の健康管理と自助・共助力の向上を図ることを目的
とした防災健康教育を行い、教育による影響についても
検討した。

　方法
　１．対象および防災健康教育の方法と内容
　A市内で開催されている健康教室の参加者と地域包括
支援センターおよび地域サロンの利用者に個別に防災健
康教育（以下、教育）を実施し、その教育受講者から対象
者を選定した。選定基準は、①A市在住の65歳以上の高
齢者、②問いかけを理解し応答および意思表示が可能な
者、③質問紙の調査内容を理解し回答を記入できる者と
した。除外基準は本研究では対象者本人に教育を行うた
め、①認知機能低下が見られる者、②要介護の認定を受
けている者とした。なお、①認知機能の低下が見られる
者の判断は、対象者の紹介を依頼した健康教室や地域包
括支援センター、健康サロンの職員の判断に一任した。
　教育は、対象者自身が災害への備えと普段の健康管理
ができるように、一人ずつ約30分間面接により１回行っ
た。まず、防災意識と普段の防災行動を聞き取りながら、
不足している防災知識や防災対策を説明し、今後実施で
きうる防災対策をともに考えた。また、脱水予防、運動
習慣等の普段の健康管理が防災対策に役立つことも説明
した。さらに、避難生活の体験、防災グッズの展示、非
常食の試食を行い、防災への関心が高まるように工夫し
た。
　２．調査方法
　半構成的質問調査用紙（以下、調査用紙）を用いて調査
を２回実施した。１回目は現在の防災意識と防災行動に
関する聞き取り調査を行うと同時に、個別に教育を行っ
た。教育後、対象者に２回目調査用紙を渡して、自宅で
対象者自身に記入してもらった。２回目調査用紙の記入
は、日常生活の行動パターンが１週間単位であると考え、
教育後から１週間以上の期間をおいて約10日後に、記入
した月日と、その時のありのままの防災意識と防災行動
について記入してもらった。記入後の調査用紙は封筒に
厳封し事業所にて回収、または研究者に直接返送しても
らった。
　３．調査期間
　2015年８月22日～10月22日に実施した。

　４．調査内容
　１）教育前：１回目調査
　①属性
　年齢、性別、居住年数、家族構成、要介護区分、内服
薬の有無、被災経験
　②日常生活動作能力
　移動状況、移動手段、聴力・視力・嚥下機能の低下
　③健康管理状況
　体調、脱水予防、運動習慣
　④災害時の支援の必要性に関する主観的判断
　⑤防災意識
　避難指示が出た場合の避難意向、災害発生と被災する
危機感
　⑥防災行動
　内服薬またはお薬手帳の常備、災害情報の収集方法、
避難所・避難経路の確認、避難時間のイメージ、飲食料
の備蓄、生活環境の工夫、非常用持ち出し袋の準備、家
族との連絡方法、家族・近隣からの災害時の支援、地域
の防災訓練の参加経験
　２）教育後：２回目調査
　１回目調査内容の③～⑥の同じ項目を調査した。
　５．分析方法
　災害時の支援の必要性の有無と、属性、日常生活動
作能力、健康管理状況、防災意識、防災行動のそれぞ
れの関連を分析するためχ²検定、Fisher直接確率検定、
Mann-Whitney U検定を行った。さらに、支援の必要性
の有無を従属変数としたステップワイズ法による二項ロ
ジスティック回帰分析を行った。独立変数は単変量解析
で有意な関連が見られた変数および支援の必要性に影
響が予想される変数のうち、多重共線性（VIF≧10）を確
認したうえで投入した。教育前後の健康管理状況、災害
時の支援の必要性の有無、防災意識、防災行動の変化
を分析するためMcNemar検定を用いた。以上の解析は
SPSSver.22を用い、有意水準は5%とした。
　６．倫理的配慮
　本研究は金沢大学医学倫理審査委員会の承認を得て実
施した（平成27年７月８日608）。事業所の代表者および
対象者に研究目的と方法、倫理的配慮、および対象者の
調査用紙を口頭と文書で説明し、協力の同意を文書で得
た。調査は個人を特定できないよう符号化し、１回目と
２回目調査は連結不可能匿名化で実施した。

　結果
　研究対象の基準を満たし、研究参加の同意を得て教育
を実施した63名を１回目調査の分析対象とした。63名中、
２回目調査の返信があったのは55名（回収率87.3%）であ
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が災害時に備えて飲食料を備蓄していた。
　３）災害時の支援の必要性に関連する要因（表３）
　災害時の支援の必要性の有無を従属変数（必要あり1：
38名、必要なし0：24名）としてステップワイズ法による
二項ロジスティック回帰分析を行った。独立変数は単変
量解析で有意な関連が見られた居住年数と飲食料の備蓄
に加え、属性、健康管理状況、防災意識、防災行動の各
項目から因子を抽出した。年齢、居住年数、内服薬また
はお薬手帳の常備、避難時間のイメージ、自分が災害に
遭う危険性、飲食料の備蓄、家族との連絡方法、家族か
らの支援、近隣からの支援の計９変数を独立変数とした。
　その結果、寄与率が最も高かったのは居住年数、飲食
料の備蓄、避難時間のイメージ、家族との連絡方法が採
択されたモデルだった（寄与率0.328）。災害時に支援が必
要であるという認識に有意な影響が認められたのは、居

り、55名を教育前後について比較分析する対象とした。
　１．１回目調査の結果
　１）災害時の支援の必要性別にみた属性と日常生活動
作能力と健康管理状況（表１）
　63名の平均年齢は77.4歳、女性90.5%、独居または夫婦
のみの世帯は66.7%を占めた。災害時に支援が必要であ
ると認識していたのは39名（61.9%）だった。災害時の支
援の必要性があると回答した者の方が居住年数は有意に
長かった。また、災害時の支援の必要性と日常生活動作
能力および健康管理状況の間に関連は見られなかった。
　２）災害時の支援の必要性別にみた防災意識と防災行
動（表２）
　災害時の支援の必要性と防災意識に関連は見られな
かった。防災行動のうち飲食料の備蓄に有意な関連が見
られ、災害時の支援が必要なしと答えた者のうちの８割

表 1　災害時の支援の必要性別にみた属性と日常生活動作能力と健康管理状況
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た飲食料の備蓄をしていない者が有意に多かった。一方、
災害時に支援が必要でないと認識していた者は、発災時
に自身の避難に要する時間のイメージがない者が有意に
多かった。
　２．１回目調査と２回目調査の比較（表４）
　２回目調査の返信があった55名の教育前後の変化を比
較分析した。

住年数（B=0.048、p=0.020、オッズ比：1.049）と飲食料の
備蓄（B=1.929、p=0.015、オッズ比：6.880）だった。災害
時に支援が必要でないという認識に有意な影響が認めら
れたのは、避難時間のイメージ（B=−1.843、p=0.039、オッ
ズ比：0.158）だった。つまり、支援が必要であると認識
していた者は、必要でないと認識していた者と比較して、
その地域における居住年数が有意に長く、災害時に備え

表 2　災害時の支援の必要性別にみた防災意識と防災行動

表 3　災害時の支援の必要性の有無を従属変数とした二項ロジスティック回帰分析
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支援を受けられると答えた者は37名、そのうち２回目
調査で支援を受けられないと答えた者は17名（46.0%）で
あった。支援を受けられない理由として、普段から付き
合いはあってもいざ災害に遭った時は近隣の人も同じ災
害に遭っており、支援を受けられる状況にないこと、近
隣住民も高齢者であること等が挙げられた。

　考察
　１．災害時の支援の必要性に関する認識の実態と影響
する要因について
　現在、我が国の高齢者への防災対策は、避難行動要支
援者の避難行動支援に関する取組指針１）に基づいて進め
られている。避難行動要支援者の基準は、身体機能や情
報の理解力から成り、支援を必要とする者自身が任意で

　１）災害時の支援の必要性の変化
　災害時の支援の必要性は有意に変化していた。１回目
調査で必要なしと答えた者は20名、そのうち２回目調査
で必要ありと答えた者は16名（80.0%）であった。
　２）防災意識の変化
　自分が災害に遭う危険性は有意に変化していた。１回
目調査でないと思うと答えた者は18名、そのうち２回目
調査であると思うと答えた者は15名（83.3%）であった。
　３）防災行動の変化
　内服薬またはお薬手帳の常備は有意に変化していた。
１回目調査で常備していないと答えた者は32名、そのう
ち２回目調査で常備していると答えた者は23名（71.9%）
であった。
　近隣からの支援は有意に変化していた。１回目調査で

表 4　防災健康教育前後の比較
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登録する制度である。しかし本研究において、高齢者の
災害時の支援の必要性の認識には、居住年数や飲食料の
備蓄や避難に要する時間のイメージ等の身体機能以外の
要因も影響していることが示唆された。つまり、自らが
災害に備えた備蓄を行い、発災時の自身の避難先や避難
方法について具体的に考えて準備しておくことで、災害
時の支援の必要性に関する認識が変化することが考えら
れる。このように、地域に居住する高齢者個々の防災へ
の自助力を高めることで他者から必要な支援が少なくな
り、近隣住民からの共助による必要な支援内容について
現実的に考える機会になり得る。また、高齢者の自助・
共助力の強化は、地域においても公助による支援が必須
な者に対する資源や人員の適切な配分にもつながると考
える。
　２．防災健康教育による災害時の支援の必要性に関す
る認識の変化について
　教育前後で災害時の支援の必要性は有意に変化を認
め、教育前では支援が必要でないと認識していた者のう
ち、教育後、支援が必要であると変化した者が多かった。
その理由として、教育によって防災に関する知識と情報
を得たことで災害時の支援の必要性について考える機会
になり、認識に変化がみられたと考える。つまり、災害
に関する知識や情報量の差が災害を自身の問題として捉
えることが出来るという点に影響したと考えられ、言い
換えれば災害に関する知識や情報が不足していると、自
身が避難行動要支援者かどうかを適切に認識できないこ
とが予想される。
　３．防災健康教育による防災意識、防災行動への影響
について
　教育前後に有意に変化がみられたのは、前述した災害
時の支援の必要性に加え、内服薬またはお薬手帳の常備、
自分が災害に遭う危険性、近隣からの支援であった。
　石井ら10）によると、普段服薬している薬の名称を答え
られると回答した高齢者の割合は、ほぼ半数であった。
また、高齢者が震災時に内服薬名や効能を知らず、お薬
手帳を常備していなかった問題は報告されているが11）、
災害に備えて教育を行い、その効果を明らかにした報告
はない。本研究は、日常の備えとして内服薬やお薬手帳
の常備を勧める教育を行ったことで、教育後に変化が見
られ教育の効果を示すことができた。高齢者が自分の生
命に関わる内服薬やお薬手帳の常備が必要であると理解
したことで、行動変容につながったと考える。なお、本
研究では、対象の高齢者の特徴として何らかの基礎疾患
を有しており、現在の内服の有無に関わらずお薬手帳を
所持していると考え、内服薬またはお薬手帳について災
害に備えた常備の有無を調査した。しかし、対象者の基

礎疾患の有無は調査しておらず、これまで一度もお薬手
帳を所持したことがない者も含まれている可能性も考え
られるため、分析結果には限界がある。
　教育前、自分が災害に遭う危険性を感じていた者は約
７割だった。都市部の住民を対象にした研究12）において
もほぼ同様の割合であり、異なる地域であっても自分が
災害に遭う危険性に対する意識に違いはみられなかっ
た。本研究では、さらに居住地域に起こりやすい自然災
害を例に挙げて教育を行った結果、危険性を感じた者は
９割を超えた。これは災害に関する知識と情報を得たこ
とによる影響であると考える。
　近隣からの支援について、教育前は約８割が受けられ
ると考えていたが、教育後は５割以下に減少した。これ
は近隣住民との関係について災害時を想定して改めて考
える機会となり、実際に支援を受けることが難しいと考
える者が増加したと考える。高橋ら13）は、運動機能障害
者がとらえる近隣住民からのソーシャルサポートの実態
と地震災害に関する意識との関連性を調査した結果、平
常時の近隣住民からのソーシャルサポートの量は、災害
時に近隣住民からの救助を期待できることと関連してお
り、平常時から近隣住民とのソーシャルサポートを構築
しておく必要性を指摘している。一方、災害時に支援が
必要であると認識した者は教育後に増加している。災害
時は行政自身も被災し迅速な対応が難しくなることか
ら、公助には限界がある14）。以上より、高齢者自身も地
域全体も、自助と共助の必要性を認識し、普段からの近
隣住民同士の結びつきを強め災害への備えについて話し
合うことが大切である。

　研究の限界と課題
　本研究の対象者は、一部の地域と事業所の利用者に限
られており、男性の人数が少なかったため性差による比
較分析はできなかった。今後、対象者数を増やして本結
果を検証する必要がある。また、教育の効果として10日
後の防災行動について分析したが、さらに長期間にわた
る防災行動の変容を追跡して調査する必要がある。

　結論
　地域住民63名を対象として、災害時の支援の必要性に
関する認識および防災意識と防災行動を調査して、支援
の必要性の認識の実態と影響する要因を明らかにし、さ
らに個別の防災健康教育を実施した。
　63名中、災害時に支援が必要であると認識していた者
は約６割であり、必要でないと認識していた者よりも居
住年数が長く、飲食料を備蓄していない者が多かった。
一方、支援が必要でないと認識していた者は、避難時間
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がイメージできない者が多かった。
　55名の防災健康教育後の変化を分析した結果、教育後
は、支援の必要性の認識が変化し、必要であると認識し
た者は８割を超えた。さらに、内服薬またはお薬手帳を
常備する者の割合と、自分が災害に遭う危険性があると
思う者の割合が増えた一方、近隣からの支援が受けられ
ないと思う者の割合が増えた。
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Awareness of the necessity of support provided at the time of a natural disaster among 
the elderly living in the community and influencing factors

- Implementation of disaster prevention health education for individual elderly people -
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Sayako Harada*****, Saki Minami, Yuka Yamamoto******, Yutaka Yushita*******, 

Keiko Tsukasaki********, Kaoru Kyota********, Tomoya Itatani********

　This study was performed to examine awareness regarding the necessity of support 
provided at the time of a natural disaster among the elderly living in the community, in 
addition to influencing factors. The subjects were 63 elderly people living in the community 
with a mean age of 77.4 years old（90.5% were female）, including those in need of elderly 
nursing care（12.7%）. Analyses were conducted to examine the relationships between 
the elderly’s awareness of the necessity of support and other influencing factors, including 
their attributes, activities of daily living, the status of health management, awareness of 
disaster prevention, and disaster prevention behaviors. Furthermore, knowledge regarding 
disaster prevention was explained to individual elderly people to encourage them to discuss 
disaster prevention measures, and disaster prevention and health education, including trying 
emergency food, was provided to promote health management of the elderly to prepare for 
disasters and improve their skills for self and mutual support, based on their experiences 
of evacuation. The responses from 55 elderly subjects were examined to compare their 
awareness prior to and following the implementation of education, and its influences were also 
analyzed.
　Approximately 60% of the 63 elderly people were aware of the necessity of support, and 
this awareness was significantly influenced by the following factors： a long period of living in 
their homes, having no stored food or drink, and being able to estimate the time required for 
evacuation. The results suggested that the necessity of support was influenced by duration of 
residence and disaster prevention behaviors. Following the implementation of education, there 
was a significant improvement in the awareness of the necessity of support, with more than 
80% of the elderly subjects being aware of its necessity. Furthermore, there were significant 
increases in the rates of the elderly that carried oral medicine or a medicine notebook, 
recognized that they may experience disasters, and were afraid that they may not be able to 
receive support from their neighbors. The implementation of disaster prevention education 
changed awareness regarding the necessity of support and disaster prevention as well as 
disaster prevention behaviors.

Abstract


